事　　前　　調　　査　　書
《　□建築確認・□建築許可（第　　　条　　　　）　》
	決　　　　裁　　　欄
	合　　　　議
	都市建設部建築指導課

	課　　長
	課長補佐
	主　　査
	係　　員
	参　　事
	開発安全G
	収受第　　　　号

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	　　年　月　日


	建築主
	住所
	電話　　　　　　（　　　　）

	
	氏名
	

	代理者
	住所
	電話　　　　　　（　　　　）

	
	氏名
	

	建築概要
	建築場所
	門　真　市

	
	敷地面積
	㎡
	主要用途
	
	工事種別
	新築・増築・その他

	
	建築面積
	㎡
	構造
	
	除却の有無
	無･有(面積　　　　　　㎡)

	
	延べ面積
	㎡
	階・棟数
	
	Ｆ/
	棟
	便所種別
	水洗･浄化槽
・くみ取り(簡易水洗)

	
	
	
	最高高さ
	ｍ
	
	

	（注意）
1． 建築物の増築等にあっては、敷地面積以外は当該申請部分の面積を記入して下さい。
2． 工作物の場合は、「主要用途」「構造」「高さ」の欄に「工作物の種類」「工作物の構造」「工作物の高さ」をそれぞれ記入可能な項目についてのみ記載して下さい。
◎以下の欄は記入しないでください。

	都市計画区域
	□市街化区域　・　□市街化調整区域
	防火地域等
	防火・準防火・法22条

	用途地域
	第一低住専
	第一中住専
	第二中住専
	第一住居
	第二住居
	準住居

	
	近　商
	商　業
	準　工
	工　業
	無指定

	容積率
	10/10　・　20/10　・　30/10　・　40/10
	建ペイ率
	/１０

	申請敷地に接する道路等
	□国道　　□府道
	幅員
	m
	42-1-1
	線

	
	市認定道路
	幅員
	m
	42-1-1
	線

	
	
	幅員
	m
	42-2
	線

	
	開発許可道路
	幅員
	m
	42-1-2
	第　　　　号
	　　年　　月　　日

	
	位置指定道路
	幅員
	m
	42-1-5
	第　　　　号
	　　年　　月　　日

	
	43条ただし書
	幅員
	m
	指令
	第　　　　号
	　　年　　月　　日

	
	その他（里・水・私）
	幅員
	m
	

	
	その他（里・水・私）
	幅員
	m
	

	（備　考）



【H24.10.01最終改正】
	高度利用地区
	□外　　　□内
	（　□　Ａ　　□　Ｂ　　□　Ｃ　　）

	地区計画区域
	□外　　　□内
	

	土地区画整理事業施行地区
	□外　　　□内
	（　□　法第76条申請中　　□　完了　）

	占用許可等
	□無　　　□有
	名称
	

	
	
	許可年月日
	許可番号

	
	
	　　年　　月　　日
	第　　　　　　　号

	河川法第55条区域
	□外　　　□内
	（許可申請　　　　□　済　　□　未　）

	都　市　計　画　法　関　係
	開発関係
	開発許可　都計法29条　（　□有　　□無　）

	
	
	開発許可年月日
	　　年　　月　　日
	第　　　　　　　号

	
	
	完了公告年月日
	　　年　　月　　日
	第　　　　　　　号

	
	
	開発指導要綱　（　□適用　　□適用外　）

	
	建築制限（41条）
	□無　　　□有　　　（条件等　　　　　　　　　　　　　　）

	
	建築許可（42条）
	□無　　　□有

	
	建築許可（43条）
	□無　　　□有

	
	適　合　証　明
	

	意　　　見：　調査日　　　月　　　日　除却建物　□有　　□無　(　未着工　･　着工済　)

	

	協　　　議　　　意　　　見　　　欄

	※
	土木課

	明　　示　　　　受付第　　　　　号　指令第　　　　　　　　　　　号
明　　示　　　　受付第　　　　　号　指令第　　　　　　　　　　　号
・特記事項なし　　　　年　　　　月　　　　日付で明示済
緑化に関する指導要綱　　　□適用（　□　済　　□　未）

	※
	公共下水道課

	下水道処理区域　（□内　□外）・第24条許可　（□許可済　□申請中）
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	まちづくり課
都市政策Ｇ
	都市計画施設等（53条）（　□無　　□有(申請済　･　未申請)）

	
	
	名　　称
	幅　　員
	ｍ

	
	
	名　　称
	幅　　員
	ｍ

	
	教育委員会
地域教育文化課
	埋蔵文化財包蔵地域（　□内　　　　　　　□外　）

	
	その他の課
	

	地　籍　図　　　月　　　日　　　□里道　　・　　□水路敷　　・　　□堤とう敷　　□無
備　　考



必要書類１．確認申請書一式図面は調査後お返しします（構造及び設備関係の図書は未添付でも可）
２．建築計画概要書の写し１部（表・裏の両面）
※　提出前に裏面協議意見欄の土木課、公共下水道課で事前に裏書をもらってください
調査報告書発行依頼書
　　年　　月　　日
門真市長　様
申請者氏名
下記物件については、建築基準法第77条の21に基づく指定確認検査機関による確認を受けますので、調査報告書の発行を依頼します。
記
	【１
	指定確認検査機関名】
	株式会社 日本確認検査センター

	【２
	地名地番】
	門真市

	【３
	建築主】
	

	
	(住所)
	

	
	(氏名)
	

	
	(電話番号)
	　　　　　　（　　　　　）　　　　　　　

	【４
	代理者】
	

	
	(資格)
	(　　　　　)建築士(　　　　　)登録第　　　　　　　　　号

	
	(氏名)
	

	
	(建築士事務所名)
	(　　　　)建築士事務所(　　　　)知事登録第　　　　号

	
	
	

	
	(所在地)
	

	
	(電話番号)
	　　　　　　（　　　　　）　　　　　　　

	

	受付欄
	※備考欄
	

	　　年　月　日
	
	

	第　　　　号
	
	


調　査　報　告　書
　　年　　月　　日
第　　　　　　　　　号
株式会社 日本確認検査センター　様
門真市都市建設部建築指導課
申請地に関して調査した結果は次のとおりです。
	【確認申請の種類】
	□新築　□増築　□用途変更　□計画変更
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【建築物の用途】
	主要用途及び具体的用途（　　　　　　　　　　　　　　）

	【建築主氏名】
	

	【代理者氏名】
	

	【地名地番】
	門真市

	①地域・地区関係
	

	【１
	都市計画区域】
	□市街化区域　　　□市街化調整区域

	【２
	防火地域】
	□防火地域　□準防火地域　□法22条地域

	【３
	用途地域】
	□第一種低層
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	
	
	□第一種中高層
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	
	
	□第二種中高層
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	
	
	□第一種住居
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	
	
	□第二種住居
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	
	
	□準　住　居
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	
	
	□近隣商業
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	
	
	□商　業
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	
	
	□準　工　業
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	
	
	□工　業
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	
	
	□無　指　定
	(建ぺい率　　　％)
	(指定容積率　　　　％)

	【４
	高度利用地区】
	□内（□A　□B　□C）　　□外

	【５
	地区計画】
	□内　　□外

	【６
	特定防災街区整備地区】
	□内　　□外

	【７
	下水道処理区域】
	□内　　□外

	【８
	建築基準法による
許可・認定等】
	□許可(　　条　項：　　　　年　　月　　日第　　　号)
□認定(　　条　項：　　　　年　　月　　日第　　　号)
□無

	【９
	その他必要な事項】
	

	
	
	

	
	
	


	②都市計画法関係

	【都市計画法による許可・承認等】
・開発許可（29条）　　　□有　　□無
許可年月日番号　　　　　　　年　　月　　日　　第　　　　　　　　号
完了公告年月日番号　　　　　年　　月　　日　　第　　　　　　　　号
・都市計画施設等（53条）□有　　□無
名称：　　　　　　　　　　　　　　幅員：　　　　　　　ｍ

	③申請敷地に接する道路関係

	【１　接道関係】

	□国道　□府道
	ｍ
	（法42－1－1）

	□市道
	ｍ
	□42－1－1　　　□42－2

	□開発道路
	ｍ
	（法42－1－2）

	□位置指定道路
	ｍ
	（法42－1－5）　　年　　月　　日　第　　　　号

	□法第43条ただし書空地
	
	

	□その他の道
	ｍ
	

	【２　道路の後退等】
□無　　□中心後退　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	④敷地周辺の状況

	配置図（(注)建築計画概要書(第三面)の配置図と同様に記入してください）

	

	※特に報告すべき事項（□有　・　□無）

	

	

	

	


※調査報告書の発行日より２ヶ月を過ぎたものは再発行の必要があります
